
 

○特定商取引に関する法律 

（指示） 

第五十八条の十二 主務大臣は、購入業者が第五十八条の五から前条までの規定に違反し、

又は次に掲げる行為をした場合において、訪問購入に係る取引の公正及び売買契約の相

手方の利益が害されるおそれがあると認めるときは、その購入業者に対し、必要な措置

をとるべきことを指示することができる。 

一 訪問購入に係る売買契約に基づく債務又は訪問購入に係る売買契約の解除によつて

生ずる債務の全部又は一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させること。 

二 訪問購入に係る売買契約の締結について勧誘をするに際し、又は訪問購入に係る売

買契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるため、当該売買契約に関する事項であつ

て、顧客又は売買契約の相手方の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの（第五十

八条の十第一項第一号から第六号までに掲げるものを除く。）につき、故意に事実を告

げないこと。 

三 前二号に掲げるもののほか、訪問購入に関する行為であつて、訪問購入に係る取引

の公正及び売買契約の相手方の利益を害するおそれがあるものとして主務省令で定め

るもの 

（業務の停止等） 

第五十八条の十三 主務大臣は、購入業者が第五十八条の五から第五十八条の十一の二ま

での規定に違反し若しくは前条各号に掲げる行為をした場合において訪問購入に係る取

引の公正及び売買契約の相手方の利益が著しく害されるおそれがあると認めるとき、又

は購入業者が同条の規定による指示に従わないときは、その購入業者に対し、一年以内

の期間を限り、訪問購入に関する業務の全部又は一部を停止すべきことを命ずることが

できる。 

 

○特定商取引に関する法律施行令 

（都道府県が処理する事務） 

第十九条 法第七条、第八条、第三十八条、第三十九条、第四十六条、第四十七条、第五

十六条、第五十七条、第五十八条の十二及び第五十八条の十三に規定する主務大臣の権

限に属する事務並びにその事務に係る法第六条の二、第三十四条の二、第三十六条の二、

第四十三条の二、第四十四条の二、第五十二条の二、第五十四条の二並びに第六十六条

第一項から第三項まで（同条第六項において準用する場合を含む。）及び第四項に規定す

る主務大臣の権限に属する事務で、当該都道府県の区域内における販売業者、役務提供

事業者、統括者、勧誘者、一般連鎖販売業者、業務提供誘引販売業を行う者又は購入業

者の業務（連鎖販売取引電子メール広告受託事業者又は業務提供誘引販売取引電子メー

ル広告受託事業者が受託して行うものを含む。）に係るものは、都道府県知事が行うこと

とする。ただし、二以上の都道府県の区域にわたり訪問販売に係る取引、連鎖販売取引、

特定継続的役務提供に係る取引、業務提供誘引販売取引若しくは訪問購入に係る取引の

公正及び購入者等の利益が害されるおそれがあり、主務大臣がその事態に適正かつ効率

的に対処するため特に必要があると認めるとき、又は都道府県知事から要請があつたと

きは、主務大臣が自らその事務を行うことを妨げない。 


